
H17 H18 H19 H20 H21

行政評価の導入検討及び実施

ISO認証取得の検討

白川出張所の廃止の検討

かんだ港まつりの地元民間主導の検討

秋満喫祭の地元主導

図書館の管理運営見直し

町民会議の自立・関与の見直し

行財政改革実施本部でその他の事務事業の見直しの検討及び実施

行財政改革実施本部で民間委託の検討及び実施

公の施設について指定管理者制度への移行及び検討

実　　　　　　施　　　　　　内　　　　　　容

１
　
事
務
・
事
業
の
再
編
・
整
理

、
廃
止
・
統
合

各部（１）民間委託の推進

（１）事務事業の見直し

各部

総務部（町長公室）

民生部

教育委員会

２
　
民
間
委
託
等
の
推
進 各部

H１１ ～ H１６
（行政改革での主な取組実績）

第 ２ 集 中改革プ ラ ン 推進計画表
平成１ ７年度 ～ 平成２１年度

総務部（産業建設部）

教育委員会

総務部（産業建設部）

基  本  方　針／基　本　項　目 担  当

総務部（町長公室）

公用車の集中管理
61歳の集い廃止
子どもの集い廃止
平和を考える記念講演会の廃止
自治功労者表彰式の見直し
電算パンチ委託業務の廃止
健康情報誌の廃止
審議会等の見直し、統廃合
庁議の設置
諸証明申請での押印の省略
給与・賃金・報酬の支払いを口座振替
各種委員会等の研修旅行中止
議会運営委員会等の視察研修の廃止
図書館の管理運営の見直し
公民館管理運営の見直し
敬老事業の見直し
盆踊り大会の見直し
小波瀬出張所の廃止
平日の窓口時間延長の試行
公共事業再評価システムの導入

給食搬送業務の民間委託
若久保育所の民営化
電話交換・窓口案内の民間委託
一部公園の維持管理委託
登記事務の委託
し尿処理場維持管理の民間委託
NPO団体への業務委託
総合体育館の管理運営の一部を委託

（２）指定管理者制度
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H17 H18 H19 H20 H21

実　　　　　　施　　　　　　内　　　　　　容
H１１ ～ H１６

（行政改革での主な取組実績）
基  本  方　針／基　本　項　目 担  当

定員適正化計画の策定 数値目標：22年4月1日　　総数307名　 11年4月1日　328名

16年4月1日　297名　　　　31名削減
定員適正化計画の策定

週40時間勤務体制の実施

給与等の公表の実施

組織・機構の見直しの検討・実施

工事検査室の設置

男女共同参画推進室の設置

商工観光係の設置

農業集落排水事業を下水道課へ移管

人材育成計画により推進

補助金・負担金の見直し基準による見直し

入札契約制度の改善

パンジープラザ使用料の見直し

残土処理の再利用

徴収率の向上（町税、住宅新築資金、保育料、介護保険、町営住宅、奨学資金、学校給食）

公民館使用料の見直し実施

学校体育館使用料の検討及び実施

行財政改革実施本部で財政健全化についての検討及び実施

総務部
日当、宿泊料の見直し
時間外手当は4.5％で予算編成
ノー残業デーの徹底
特殊勤務手当の一部廃止
協助会助成金の減額

部長職、課長職研修の実施
県との人事交流
自己申告制度の見直し
職員提案制度の充実
人材育成計画の策定
接遇マニュアルの配布

部制の導入
町長部局、教育委員会の課の削減
広域交通推進室の設置
保健・福祉・医療部門の統合
プロジェクトチームによる機構の見直し

教育委員会

総務部（町長公室）

総務部（町長公室）

し尿汲取り助成金の廃止
浄化槽助成金の廃止
町単独補助金等を削減（１０％）
納税組合補助金の廃止
負担金、交付金見直し基準の作成
敬老祝金の見直し
療養福祉給付金の廃止
居宅寝たきり老人等手当金廃止
補助金交付規則の策定
４役の期末手当減額（１０％）
臨時職員賃金の削減
管理職手当率の引き下げ（１％）
食糧費、需用費（２０％）の削減
議会定数2名削減
農業委員会定数の削減
法規追録の整理
新聞購読の見直し
公用車使用、ハイウェイカード活用
使用料、賃借料の削減
社会教育指導員報酬の削減
町長・議長交際費の削減
給食費徴収報酬の廃止
町税前納報奨金の削減
管理職による特別徴収
パンジープラザ入浴料、使用料の見直し
公民館使用料の見直し
社会福祉協議会の効率化と経営健全化

４
　
経
費
節
減
等
の
財
政
効
果

総務部

３
　
定
員
管
理

、
給
与
の
適
正
化
及
び
人
材
育
成

教育委員会

各部

（２）給与等の適正化

各部

（４）人材育成の推進

民生部

産業建設部

総務部

（１）経費の節減合理化等財政の健全化

総務部（町長公室）

総務部

（３）組織体制の見直し 総務部（町長公室）

総務部（町長公室）

（１）定員管理の適正化 総務部

総務部（町長公室）
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H17 H18 H19 H20 H21

実　　　　　　施　　　　　　内　　　　　　容
H１１ ～ H１６

（行政改革での主な取組実績）
基  本  方　針／基　本　項　目 担  当

町政モニター制度の導入

まちづくり基本条例の検討及び制定（町民提案、NPO・ボランティア支援など）

NPO団体連絡協議会の設置

NPOによる古紙回収

行財政改革実施本部で地域協働について検討及び実施

未納者に対する停水処分の継続実施

料金改定の検討

定員管理　数値目標　２２年４月１日　　１４名（１７年４月１日　１４名）

公営企業法の一部適用

経営指標の策定

普及のための環境教育の実施

定員管理　数値目標　２２年４月１日　　１２名（１７年４月１日　１２名）

未接続世帯への利用者獲得及び口座振替の促進

普及率向上に向けたＰＲ活動の実施

定員管理　数値目標　２２年４月１日　　３名（１７年４月１日　３名）

県などと連携協力し、企業誘致活動の促進

定員管理　数値目標　２２年４月１日　　０名（１７年４月１日　０名）

エコプラントのあり方について検討及び実施

財務諸表の公表

ピュアタウン苅田のあり方について検討及び実施

開発公社のあり方について検討及び実施

(定員数については、３－（１）の総数の内
数)

水道局

行財政改革実施本部で情報化推進の検討及び実施（自動交付機、予約業務ネッ
トワーク、小中学校図書室のネットワーク、住基カード、その他情報化）

ボランティアによる講座企画委員の設置
読み聞かせボランティアの設置
シルバー人材センターの設置
町民参画のワークショップの実施
地域コミュニティ制度の確立
環境基本計画での住民組織構築
NPO、ボランティア支援制度の確立
敬老会を各地開催に変更
住民満足度調査の実施

(定員数については、３－（１）の総数の内
数)

戸籍オンラインシステムの導入
庁内コミュニケーションシステム導入
全職員へのパソコン、財務会計システム、
庁内コミュニティーシステムの研修
条例等のデジタル化
財務会計システムの稼動
文書管理システムの導入

(定員数については、３－（１）の総数の内
数)

浄水場への臨時・嘱託職員の導入

５
　
地
域
協
働
の
推
進

総務部（町長公室）

総務部（町長公室）

各部

民生部

６
情
報
化
の
推
進

７
　
地
方
公
営
企
業
等
の
見
直
し

（７）開発公社の見直し

産業建設部

産業建設部

（４）臨海土地造成事業の見直し

（２）下水道事業の見直し

（５）エコプラントの見直し

産業建設部

総務部

（６）ピュアタウン苅田の見直し

産業建設部

民生部

（１）水道事業の見直し

（１）情報化による効率化及び住民サービ
スの向上

各部

（３）農業集落排水事業の見直し

（１）地域協働の推進

総務部（町長公室）
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